
                                                                            

管理有料高速道路名 関門トンネル 
 

１ 路線名並びに維持及び修繕を行う区間 
  イ 路線名 一般国道２号 
  ロ 維持及び修繕を行う区間 下関市椋野から 
                北九州市門司区東門司まで 
  ハ 道路の概要 

（１）延長 ３．９キロメートル（うちトンネル部分３．５キロメートル） 
（２）車道巾員及び車線数 ７．５メートル ２車線 
（３）歩行者、自転車道の巾員 ３．８５メートル 
（４）設計速度 ７０キロメートル／時 
（５）建設費 ５，１９８百万円 

 
２ 維持及び修繕に関する工事の方法 

（１） 維持及び修繕に関する工事を要する施設 
  ① 道路施設 
   イ 延長 ３．９キロメートル（うちトンネル部分３．５キロメートル） 
   ロ 構造基準  

設計速度 車道の巾員 車線数 歩行者、自転車道の巾員 
７０キロメートル／時 ７．５メートル ２車線 ３．８５メートル 

 
② 管理施設 

施 設 名 数 量 備    考 
イ 換気施設 
 
 
ロ 防災施設 
   火災感知器 
   手動通報器 
   消 火 栓 
   水噴霧設備 
   そ の 他 
 
ハ 電気設備 
   受配電設備 
   自家発電設備 
   照明設備 
   遠方監視制御設備 
   情報板設備 
 

１式 
 
 
 

１４０個 
７０個 
７０個 

１式 
１式 

 
 

２ヶ所 
１組 

１,２４２灯 
１式 
１式 

 

送排風機２４台、ダンパー５６台 
換気塔４ヶ所、集塵・消音設備４ヶ所 
人道換気２ヶ所 
 
２５ｍ間隔 
下り５０ｍ間隔 
下り５０ｍ間隔 
スプレーヘッド５ｍ間隔 ６９４組 
消火器１４０本、消火ポンプ２ヶ所 
貯水槽４ヶ所、屋外給水栓２ヶ所 
 
門司側受電（505kw）、下関側受電（500kw） 
2,000KVA１台 
ナトリウム灯 88 灯、蛍光灯 1,154 灯 
被制御所数７ヶ所 
坑口各１面、トンネル内８面 
 



ニ 通信施設 
   移動無線設備 
   ＩＴＶ設備 
   非常電話 
    

ラジオ再放送設備 
   拡声放送設備 
   自動交換機 
 
ホ 計量計測設備 
   Ｖ Ｉ 計 
   Ｃ Ｏ 計 
   風向風速計 

そ の 他 
 
へ 排水施設 
 
ト エレベーター施設 
 
チ クレーン施設 

 
１式 
１式 

２４台 
 

 １式 
１式 
１式 

 
 

８組 
８組 
８台 
１式 

 
１７台 

 
７台 

 
１０台 

 
 
４４台 
１８０ｍ間隔×２０台 
坑口×２台、避難坑入口×２台 
 
スピーカー７台 
 
 
 
 
 
 
交通量計測設備１組、車高計２組 
車重計２台、軸重計４台 
３ポンプ室各３台、他４ヶ所各２台 
 
人道用４台、保守用３台 
 
椋野立坑６台、門司立坑２台、 
古城立坑１台、ファン点検所１台 

 
（２）維持及び修繕に関する工事の方法 
① 道路施設 
  路面清掃、路面標示、路側の維持及び舗装補修等の修繕を行う。 
 
② 管理施設 

  イ 換気施設 
送排風機等の維持及び定期整備等を行う。また、送排風機及び集塵機の更新を行う。 

   ロ 防災施設 
火災感知器、消火栓等の維持及び定期点検の実施による保守整備を行う。また、火災感知器、

消火栓、水噴霧設備等の更新を行う。 
   ハ 電気設備 

受配電設備、自家発電設備等の維持及び定期点検の実施による保守整備を行う。また、受配

電設備、照明設備、遠方監視制御設備及び情報板設備の更新を行う。 
   ニ 通信施設 

ＩＴＶ設備、非常電話設備、移動無線電話設備等の維持及び定期点検実施による保守整備を

行う。また、移動無線電話設備、ラジオ再放送設備、ＩＴＶ設備の更新を行う。 
   ホ 計量計測施設 

交通量計測設備、ＶＩ計、ＣＯ計等の維持及び定期点検実施による保守整備を行う。また、

交通量計測設備、車高計、ＶＩ計、ＣＯ計の更新を行う。 



ヘ 排水施設 
排水ポンプ等の維持及び定期点検の実施による保守整備を行う。また、排水ポンプ、弁類、

ポンプ制御盤等の更新を行う。 
ト エレベーター施設 

エレベーターの維持及び定期点検実施による保守整備を行う。また、エレベーター等の更新

を行う。 
チ クレーン施設 

換気機器整備用クレーンの維持及び定期点検実施による保守整備を行う。また、クレーンの

更新を行う。 



３ 収支予算の明細 
収支予算の明細のうち、平成１７年１０月１日以降の維持及び修繕に関する工事に要する費用（以

下「維持修繕費」という。）並びに管理及び料金の徴収に伴う事務取扱費等（以下「管理費用」という。）

の年度別見積額は下表のとおりである。 
その内訳及び算出基礎は別添資料（１）及び（２）のとおりである。 

（単位：千円） 
年数 年 度 維持修繕費 管理費用 合 計 
 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 
１７ 
１８ 
１９ 
２０ 
２１ 
２２ 
２３ 
２４ 
２５ 
２６ 
２７ 
２８ 
２９ 
３０ 
３１ 
３２ 
３３ 
３４ 
３５ 
３６ 
３７ 
３８ 
３９ 
４０ 

平成 17 年度※１ 
平成 18 年度 
平成 19 年度 
平成 20 年度 
平成 21 年度 
平成 22 年度 
平成 23 年度 
平成 24 年度 
平成 25 年度 
平成 26 年度 
平成 27 年度 
平成 28 年度 
平成 29 年度 
平成 30 年度 

平成 31 年度/令和１年度 
令和 2 年度 
令和 3 年度 
令和 4 年度 
令和 5 年度 
令和 6 年度 
令和 7 年度 
令和 8 年度 
令和 9 年度 
令和 10 年度 
令和 11 年度 
令和 12 年度 
令和 13 年度 
令和 14 年度 
令和 15 年度 
令和 16 年度 
令和 17 年度 
令和 18 年度 
令和 19 年度 
令和 20 年度 
令和 21 年度 
令和 22 年度 
令和 23 年度 
令和 24 年度 
令和 25 年度 
令和 26 年度 

令和 27 年度※２ 

343,089 
664,879 
556,348 

2,503,468 
700,256 

3,105,039 
458,391 
489,131 
463,213 

1,862,511 
3,927,006 
2,183,119 
2,373,843 

450,476 
513,918 
470,022 
357,264 
522,922 
831,786 
556,858 

1,130,670 
638,184 

2,144,039 
534,301 

1,536,230 
417,421 
408,508 
395,545 
608,473 

2,452,801 
2,621,016 

361,450 
552,064 
445,475 
460,582 
388,573 
450,260 
416,372 
450,159 
475,063 
232,732 

184,465 
367,725 
408,137 
541,065 
384,022 
501,265 
314,930 
295,430 
267,379 
502,341 
570,056 
444,254 
445,413 
284,468 
298,277 
337,846 
285,331 
299,664 
317,014 
290,842 
380,386 
379,895 
356,228 
385,699 
400,612 
438,274 
423,659 
404,280 
388,144 
389,484 
463,524 
524,147 
509,702 
496,901 
482,065 
465,134 
447,377 
429,943 
412,369 
394,964 
192,985 

527,553 
1,032,603 

964,485 
3,044,533 
1,084,277 
3,606,304 

773,321 
784,561 
730,592 

2,364,851 
4,497,062 
2,627,373 
2,819,256 

734,945 
812,195 
807,869 
642,595 
822,585 

1,148,800 
847,700 

1,511,057 
1,018,079 
2,500,267 

920,000 
1,936,842 

855,695 
832,166 
799,824 
996,617 

2,842,285 
3,084,540 

885,597 
1,061,766 

942,376 
942,647 
853,707 
897,638 
846,315 
862,528 
870,027 
425,718 

※１ 平成１７年１０月１日から令和７年３月３１日までは実績額 
※２ 令和７年４月１日から令和２７年９月３０日までは見積額  



４ 料金の額及びその徴収期間 
（１）料金の額 

１回の通行に係る料金の額は、次表の額（単位：円）に、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）

に定める消費税（以下「消費税」という。）の税率とその率に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

に定める地方消費税（以下「地方消費税」という。）の税率を乗じた率との合算値に１を加算した値

（以下「消費税率」という。）を乗じ、四捨五入により、１０円単位の端数処理を行った後の額とす

る。 
軽自動車等 普通車 中型車 大型車 特大車 軽車両等 

97.088 142.858 194.175 238.096 380.953 20.000 

（注）上表において、「軽自動車等」、「普通車」、「中型車」、「大型車」、「特大車」及び「軽車両等」

とあるのは、それぞれ別表の自動車の車種区分をいう。 

 
（２）割引制度 
① 回数券割引 

イ 割引をする自動車 

回数券により本道路を通行する全自動車。 

ロ 割引率 

割引率は２０パーセント以下とする。 

 

② 障害者割引 
イ 割引をする自動車 

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により交付されてい

る身体障害者手帳又は療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事

務次官通知「療育手帳制度について」別紙）の定めるところにより交付を受けている療育手帳

（以下「手帳」という。）に、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１４条に基づく福祉

に関する事務所（市町村及び特別区が設置したものに限る。）若しくは当該事務所を設置して

いない町村又は西日本高速道路株式会社及び他の有料道路事業者が共同で設ける申込窓口に

おいて、以下の（イ）又は（ロ）の要件を満たすものとして、西日本高速道路株式会社が別に

定めるところにより事前に自動車登録番号又は車両番号等必要事項の記載の手続きがなされ

た自動車。 

（イ） 手帳の交付を受けている者が、手帳を携行して自ら運転する自動車のうち日常生活の用

に供され、本人又はその親族等が所有する自動車（営業用の自動車を除く。）で、西日本

高速道路株式会社が別に定めるもの。 
（ロ） 手帳の交付を受けている者のうち、重度の障害を持つ者として身体障害者福祉法施行規

則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める障害の等級又は「療育手帳制度

の実施について（昭和４８年９月２７日児発第７２５号厚生省児童家庭局長通知）」の第

三に定める障害の程度に基づき西日本高速道路株式会社が別に定める者（以下「重度障

害者」という。）が手帳を携行して乗車し、その移動のために本人以外の者が運転する自

動車のうち日常生活の用に供され、当該重度障害者又はその親族等が所有する（これら

の者がこれらの自動車を所有していない場合にあっては当該重度障害者を継続して日

常的に介護している者が所有する）自動車（営業用の自動車を除く。）で、西日本高速道



路株式会社が別に定めるもの。 
ロ 割引率 

割引率は５０パーセント以下とする。 

 

（３）有料道路の料金に係る社会実験に関する割引 
本道路において社会実験として、以下のとおり料金割引が実施できるものとする。 

イ 割引をする自動車 

本道路の料金に係る社会実験に参加する全自動車とする。 

ロ 割引率 

個々の社会実験毎に実験内容に合わせて割引率又は料金の額を適宜設定する。 

ハ 実施する期間 

実施する期間を限定する。 

   ニ 適用区間 

     個々の社会実験毎に実験内容に合わせて適用区間を限定する。 

ホ 事前の届出 

個々の社会実験毎に上記イからニまでの詳細について、事前に届け出るものとする。 
 

（４）料金の徴収期間 

平成１７年１０月１日から令和２７年９月３０日までとする。 

  



別表 

自動車の種類 

車種区分 自動車の種類 定    義 

軽自動車等 

イ 軽自動車 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号。以下「法」という。）第３

条の軽自動車 
ロ 小型特殊自動車 法第３条の小型特殊自動車 

ハ 小型二輪自動車 法第３条の小型自動車のうち、二輪自動車（側車付き二輪自動車を含

む。）であるもの 

普通車 

ニ 小型自動車 法第３条の小型自動車で、人の運送の用に供するものにあっては、乗車

定員が１０人以下のもの（ハに該当するものを除く。） 

ホ 普通乗用自動車 法第３条の普通自動車のうち、人の運送の用に供する乗車定員が１０人

以下のもの 

ヘ  けん引自動車が軽自動

車等である連結車両 

けん引するための構造及び装置を有する自動車（以下「けん引自動車」

という。）のうち、イないしハに該当するものとけん引されるための構造

及び装置を有する自動車（以下「被けん引自動車」という。）との連結車

両で、被けん引自動車の車軸数が１のもの 

中型車 

ト 普通貨物自動車 
（車両総重量８トン未満か

つ最大積載量５トン未満

で３車軸以下） 

法第３条の普通自動車のうち、貨物の運送の用に供するもの（以下「普

通貨物自動車」という。）で、車両総重量８トン未満かつ最大積載量５ト

ン未満で車軸数が３以下のものまたは被けん引自動車を連結していない

セミトレーラ用トラクタ（２車軸） 
チ 乗合型自動車 
（乗車定員１１人以上２９

人以下で車両総重量８ト

ン未満） 

法第３条の普通自動車のうち、人の運送の用に供する乗車定員１１人以

上のもの（以下「乗合型自動車」という。）で、乗車定員が２９人以下で

あり、かつ車両総重量８トン未満のもの 

リ  けん引自動車が軽自動

車等または普通車である

連結車両 

イないしハに該当するけん引自動車と、被けん引自動車（２車軸以上）

との連結車両及びニまたはホに該当するけん引自動車と被けん引自動車

（１車軸）との連結車両 

大型車 

ヌ 普通貨物自動車 
（車両総重量８トン以上ま

たは最大積載量５トン以

上で３車軸以下、及び車両

総重量が車両制限令第３

条第１項第２号イに定め

る値以下かつ４車軸） 

普通貨物自動車のうち、車両総重量８トン以上または最大積載量５トン

以上で車軸数が３以下のもの（トに該当するものを除く。）、車両の総重

量、長さ等が車両制限令（昭和３６年政令第２６５号）第３条第１項に定

める限度以下で、車軸数が４のもの及び被けん引自動車を連結していな

いセミトレーラ用トラクタ（３車軸） 

ル 乗合型自動車 
（路線を定めて定期若しく

は臨時に運行するもの等） 

乗合型自動車で、乗車定員が３０人以上または車両総重量８トン以上の

もののうち、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第４条に規定する

許可を受けて同法第３条第１号イに掲げる一般乗合旅客自動車運送事業

を経営する者であって当該許可に係る路線を定期に運行するもの及びこ

れに類するものとして西日本高速道路株式会社が認めたもの及び同法第

３条第１号ロに掲げる一般貸切旅客自動車運送事業を経営する者が同法

第２１条第２号に規定する許可を受けて当該許可に係る路線を運行する

もの、並びに車両総重量８トン以上のもののうち、乗車定員が２９人以下

で、かつ車両の長さが９メートル未満のもの 

ヲ けん引自動車が普通車、

中型車または大型車（２車

軸）である連結車両 

ニまたはホに該当するけん引自動車と被けん引自動車（２車軸以上）と

の連結車両、トまたはチに該当するけん引自動車と被けん引自動車（１車

軸）との連結車両及びヌまたはルに該当するけん引自動車（２車軸）と被

けん引自動車（１車軸）との連結車両 

特大車 

ワ 普通貨物自動車 
（４車軸以上） 普通貨物自動車で、車軸数が４以上のもの（ヌに該当するものを除く。） 

カ 連結車両 けん引自動車と被けん引自動車との連結車両（ヘ、リ及びヲに該当する

ものを除く。） 
ヨ 大型特殊自動車 法第３条の大型特殊自動車 
タ 乗合型自動車 
（その他） 

乗合型自動車で、乗車定員が３０人以上または車両総重量８トン以上の

もの（ルに該当するものを除く。） 

軽車両等 

レ 原動機付自転車 法第２条第３項に規定する原動機付自転車 
ソ 軽車両 法第２条第４項に規定する軽車両 

ツ 自転車 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第１１号の２に

掲げる自転車 
 

 


